
1

原子力小委員会のとりまとめを受けて

2022/12/８

松久保 肇 （原子力資料情報室、原子力小委員会委員）
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審議会の委員構成
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原子力小委員会（委員18人、専門委員3人）
委員長 山口 彰 (公財)原子力安全研究協会 理事

委員長代理 竹下 健二 東京工業大学 科学技術創成研究院 教授

委員

朝野 賢司 (一財)電力中央研究所 社会経済研究所 上席研究員

伊藤 聡子 フリーキャスター／事業創造大学院大学 客員教授

遠藤 典子 慶應義塾大学 グローバルリサーチインスティテュート 特任教授

大橋 弘 東京大学大学院 経済学研究科 教授

越智 小枝 東京慈恵会医科大学 臨床検査医学講座 准教授

小野 透 (一社)日本経済団体連合会 資源・エネルギー対策委員会 企画部会長代行

小林 容子 Win-Japan 理事／Win-Global Board

斉藤 拓巳 東京大学大学院 工学系研究科原子力専攻 准教授

佐藤 丙午 拓殖大学 国際学部 教授

杉本 達治 福井県知事

豊永 晋輔 弁護士／(一財)キヤノングローバル戦略研究所 上席研究員

中島 健 京都大学 複合原子力科学研究所 所長・教授

又吉 由香 みずほ証券株式会社 サステナビリティ推進部 サステナビリティ戦略開発室 上級研究員

松久保 肇 特定非営利活動法人原子力資料情報室 事務局長

村上 千里 (公社)日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 環境委員長

山下 ゆかり (一財)日本エネルギー経済研究所 常務理事

専門委員

新井 史朗 (一社)日本原子力産業協会 理事長

坂田 幸治 全国電力関連産業労働組合総連合 会長

松村 孝夫 関西電力(株) 代表執行役副社長 原子力事業本部長／電気事業連合会 原子力開発対策委員長

日鉄総研常務取締役/
日本鉄鋼連盟 特別顧問

電力子会社、原子力規制庁を経て科学技術振興機構

2011～13年 原子力損害賠償支援機構に出向
少なくとも２０１７年まで原子力損害賠償・廃炉等支援機構参与

電力業界のセミナー・広報に多数出演

原子力損害賠償・廃炉等支援機構

事業収入18億円中8億円は経産省の受託事業（2020年度）

原子力損害賠償・廃炉等支援機構
運営委員
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座長 黒崎 健 京都大学複合原子力科学研究所教授

委員

遠藤 典子 慶應義塾大学グローバルリサーチインスティテュート特任教授

小野 透 日本経済団体連合会 資源・エネルギー対策委員会 企画部会長代行

小伊藤 優子 日本原子力研究開発機構任期付研究員

斉藤 拓巳 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 准教授

高木 直行 東京都市大学大学院総合理工学研究科共同原子力専攻教授

高木 利恵子 エネルギー広報企画舎代表

永井 雄宇 電力中央研究所主任研究員

松久保 肇 原子力資料情報室事務局長

山口 彰 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 教授

専門委員

大島 宏之 日本原子力研究開発機構理事

大野 薫 日本原子力産業協会情報・コミュニケーション部課長

中熊 哲弘 電気事業連合会原子力部長

革新炉ワーキンググループ（委員1０人、専門委員3人）

関電・九電・経産省などの広報を受注

東京電力出身



5原子力小委員会（2022年はこれまでに１２回）
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日付 回次 概要

2022年2月24日 24 エネルギー基本計画に書かれた内容を深堀するため、現状の概観と今後の論点提示

2022年3月28日 25 カーボンニュートラルと原発、新型炉開発の必要性・革新炉WGの設置

2022年5月10日 26 核燃料サイクル政策と放射性廃棄物の最終処分

2022年5月30日 27 自主的安全性向上に向けた産業界の取り組み・廃止措置

2022年6月30日 28 地域との共生と国民理解の促進・廃炉等円滑化WGの設置

2022年8月9日 29 革新炉WGの中間とりまとめ報告・原子力小委の中間論点整理

2022年8月25日 30 原子力小委の中間とりまとめ案

2022年9月22日 31 GX実行会議の４指示を受けた検討の方向性について

2022年10月13日 32 原子力資料情報室、電事連、原子力安全推進協会からのヒアリング

2022年11月8日 33 電事連から既設炉の最大限活用、事務局から運転期間延長などについての提案

2022年11月28日 ３４ 運転期間延長・原発リプレース方針などの事務局提案

２０２２年１２月８日 ３５ 今後の原子力政策の方向性と実現に向けた行動指針



6革新炉WG（これまでに６回）

6

日付 回次 概要

2022年4月20日 1 革新炉WGの方向性、各社の革新炉開発状況

2022年5月19日 2 革新炉開発の価値、米国の新型炉開発状況

2022年7月1日 3 米国の新型炉の審査・業界の対応、国内パーツメーカーの状況

2022年7月29日 4 革新炉WG中間論点整理案、原発新設スケジュールの提示

2022年10月24日 ５ 三菱重工から新型炉開発について、事務局から事業環境整備・開発体制

２０２２年11月2日 ６
事務局から原子力サプライチェーンの強化、国民理解の促進、文科省・原子力人材育
成ネットワーク戦略ワーキンググループから原子力人材についての報告



7あまりに拙速な議論

8月 9月 10月 11月 12月

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

GX実行会議

▼24 ▼？

原子力小委員会

寿命延長
▼８

原発新設

原子力規制委員会

寿命延長

▼２８ ▼5 ▼２

首相、原発4指示（寿命延長、
再稼働、新設、廃炉・再処理等）

首相指示を受けた検討開始

22日の検討を受けて、
事務局に資源エネ庁招へ

いを指示

資源エネ庁、寿命延長方針
を報告、規制委、方針了承

事務局、寿命延長方針
への対応方法を報告、

規制委、概ね了承

事務局、寿命延長の方法につ
いて1)現状維持、2)無期限延
長、3)限定延長の3案を提示

事務局、3)限定延長に将来の見直し
を含む案を推奨、大半の委員が賛同

事務局、新規建設について現時点
ではリプレースに限る案を提示

7月２９日、原発新規建設
に関する技術ロードマップ
が革新炉WGに示される

報告案確定
▼
22

▼
２８

▼
８

議論は実質２ヶ月程度

内閣官房

経済産業省/資源エネルギー庁
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多くが利害関係者で構成された委員会

異口同音の委員発言

政策議論の多様性の欠如

硬直的な政策形成
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急ぐ必要性はあるのか



この間繰り返し事務局に、国民への意見聴取や
パブリックコメントを求めたが

適切な
タイミングで
実施する
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8月24日GX実行会議（第2回）
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再稼働基数

申請ベース

女川2・島根2追加ケース

短期の原発シェア推移予測（申請に基づく）

• 2021年度の原発シェアは7.8％だったため、
２０２２年度の原発シェアは減少見込み。

今冬（1月）はもともと
9基稼働する計画
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➢ 各原発とも使用済み燃

料貯蔵能力がひっ迫して

きており、川内、高浜、大

飯は2027年前後で、美

浜、柏崎刈羽は203１年

前後で貯蔵量の限界を

迎える

➢ 再稼働しても数年で停止

になる可能性

グラフはあとで自作する

40%
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合

再稼働（見込み）原発の

使用済み燃料貯蔵割合推移予測

女川 柏崎刈羽 美浜 高浜 大飯 島根 伊方 玄海

貯蔵能力の限界

電気事業連合会「使用済燃料対策推進計画」に基づき推計。貯蔵能力は増強後を前提とした。
未稼働原発の再稼働時期は、事業者見込みなどに基づく仮定のもの。

使用済燃料貯蔵能力というボトルネック



14

14

消費者が負担する巨額の未稼働原発維持費
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原子力事業者の原子力関連営業費用

北海道 東北 東京 中部
北陸 関西 中国 四国
九州 JAPC 発電電力量

合計：約17兆円(2011-2020)
約3,549億kWh(同上)
ｋWhあたり４８円

内、原発で1kWhも発電しな

かった原子力事業者分

北海道 東北 東京 中部
北陸 関西 中国 四国
九州 JAPC

合計：約11.65兆円
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FIT賦課金と買取電力

FIT賦課金 買い取り実績

合計：約1３.56兆円
約4,961億kWh
kWhあたり２７円

FIT賦課金（２０２２年度単価3.45円/kWh）は賦課金という形で明示化されているが、原発の維持
費は発電原価の内数となっているため消費者にはいくら負担しているのか見えない。



158月24日GX実行会議（第2回）
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所有 原発 号機 運転開始 40年経過 60年経過

北海道 泊 1 1989/6/22 2029/6/22 2049/6/22

2 1991/4/12 2031/4/12 2051/4/12

3 2009/12/22 2049/12/22 2069/12/22

東北 東通 1 2005/12/8 2045/12/8 2065/12/8

東北 女川 2 1995/7/28 2035/7/28 2055/7/28

3 2002/1/30 2042/1/30 2062/1/30

東京 柏崎刈羽 1 1985/9/18 2025/9/18 2045/9/18

2 1990/9/28 2030/9/28 2050/9/28

3 1993/8/11 2033/8/11 2053/8/11

4 1994/8/11 2034/8/11 2054/8/11

5 1990/4/10 2030/4/10 2050/4/10

6 1996/11/7 2036/11/7 2056/11/7

7 1997/7/2 2037/7/2 2057/7/2

日本原電 東海 2 1978/11/28 ２０年延長済み 2038/11/28

中部 浜岡 3 1987/8/28 2027/8/28 2047/8/28

4 1993/9/3 2033/9/3 2053/9/3

5 2005/1/18 2045/1/18 2065/1/18

所有 原発 号機 運転開始 40年経過 60年経過

北陸 志賀 1 1993/7/30 2033/7/30 2053/7/30

2 2006/3/15 2046/3/15 2066/3/15

日本原電 敦賀 2 1987/2/17 2027/2/17 2047/2/17

関西 美浜 3 1976/12/1 ２０年延長済み 2036/12/1

大飯 3 1991/12/18 2031/12/18 2051/12/18

4 1993/2/2 2033/2/2 2053/2/2

高浜 1 1974/11/14 ２０年延長済み 2034/11/14

2 1975/11/14 ２０年延長済み 2035/11/14

3 1985/1/17 2025/1/17 2045/1/17

4 1985/6/5 2025/6/5 2045/6/5

中国 島根 2 1989/2/10 2029/2/10 2049/2/10

3 2022/4/1 2062/4/1 2082/4/1

四国 伊方 3 1994/12/15 2034/12/15 2054/12/15

九州 玄海 3 1994/3/18 2034/3/18 2054/3/18

4 1997/7/25 2037/7/25 2057/7/25

川内 1 1984/7/4 2024/7/4 2044/7/4

2 1985/11/28 2025/11/28 2045/11/28

運転期間が課題になるのは早くても数年先で
多くの場合１０年以上先

延長申請へ

延長申請
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2022年11月28日
第34回革新炉ワーキンググループ資料3を修正

追加延長の条件を
限定的にすると言
いながら、状況に
応じて見直し可能
していることから、
上限なし案との違
いは存在しないこ

とになる。

リプレースが前提なので、
原子力を否定していない

リプレースが前提なので、
廃止が早い方が有利

利用政策が規制に優越し
ない限り、この評価はでき
ない。運転期間長期化に
より、安全性の立証難易
度は高まる。結果、規制が
稼働許可を出さない可能

性がある。



19老朽化が進むフランス原発

電力供給の約8割を原発に依存するフランスで

は、原発の老朽化や比較的新しい原発でのトラ

ブルなどで停止する原発が続出。発電電力量が

低下して、今般の電力危機に拍車をかけている。

1. 日本の原発も多くが老朽化している

2. 今後、フランス同様にトラブルが起きない保証

はどこにもない。現実に、関西電力高浜３・４で

は、近年、定期検査の長期化が連続している

3. 原発は安定電源だとされているが、むしろ、電

力供給のリスクとなりうる

0

1

2

3

4

5

6

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

日本の稼働年数別原発基数

稼働中基数 廃炉基数

平均 33.1年



20

原発の建設・運転開始スケジュール（導入に向けた技術ロードマップ）

20

建設開始 運転開始

革新軽水炉 2030年代前半 2030年代半ば

小型軽水炉 2030年代半ば 2040年代前半

高速炉 2040年 2040年代半ば

高温ガス炉 2030年 2030年代半ば

核融合炉 2030年代半ば 未定

原発新設が具体化するのも早くとも１０年程度先
新設原発が廃止になるのは２２００年頃



原発基数推計（原発比率20％の場合） 21

※ 建設中3基はすべて２０３０年に稼働すると仮置き

※※ 2050年予測は総需要１．３兆～１．５兆kWhをもとに推計した。２０６０年は２０５０年と同じと仮定

非現実的な原
発増設計画

原発増設を前
提に電源投資
計画を作る

稼働遅延・また
は着工すらで
きない事態も

カーボン
ニュートラル電

源不足
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2030年を対象にした発電コスト試算の変遷
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出典：発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2015, 2021）
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米英のように原
発建設費が２兆
円の場合、２５円

昨年の洋上風力
の落札価格は

11.99～16.49
円

下落する再エネ発電コストと上昇する原発発電コスト

電力会社は自分でお金を出せないので、「事業環境整備」と称して原発建設費を国民に転嫁する方針
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岸⽥⾸相による原⼦⼒政策の転換 
GX 実⾏会議、原⼦⼒⼩委員会および「今後の原⼦⼒の政策の⽅向性と実現に向けた⾏動指針」 

について 
 

2022-12-08 
原⼦⼒市⺠委員会座⻑ ⼤島堅⼀ 

 
1. 岸⽥⾸相は、福島原発事故被害の教訓を忘却し、政策を逆流させようとしている。 
 
※ 原発事故被害についての⾔及が⼀切無い。「エネルギー基本計画」は原発事故被害についての
反省が常に述べられてきた。 
※ 政策を逆転させる岸⽥⾸相の⽅針と⾏動指針には全⾯的に賛成できない。 
 
2．原⼦⼒政策の根幹を⼊れ替える政策をつくろうとしている。原⼦⼒発電の危険性は依然として
残っている。⾏動指針では現実的課題を解決することにつながらない。仮に⾏動指針に書かれた
政策をとったとしても、原⼦⼒産業の衰退は基本的に避けられない。政策資源、国費、国⺠の電
気料⾦を無駄に費やすことになる。 
 
① 法定運転期間（原⼦炉等規制法）を⾃由に定めようとしている 
 
※ 原⼦炉等規制法の運転期間の定めを経産省の管轄に置く。規制される側が、規制する側の権
限を奪うことが⾏われている。これは「規制の虜」の新しい形態である。 
※ 運転期間が⻑引けば原⼦⼒設備が劣化し、安全性が損なわれる。 
※ 電⼒各社は、⾒込みのなくなった原発、経済性のない原発、地元住⺠から反対を受けている
原発も含めて、事実上いつまでも廃⽌決定（廃炉）できなくなる。 
 
② 原発新設・リプレースを進めようとしている。エネルギー基本計画に沿わない内容となって
いる。 
 
※ これまでの経済産業⼤⾂は、原発の新設については否定してきた。2021 年 12 ⽉ 17 ⽇の閣議
後記者会⾒で、原発の新設、建て替えが⼊らなかったことについて、「原⼦⼒政策については、１
０⽉に閣議決定したエネルギー基本計画に沿って進めていくことがまず基本です。」と答えている。 
※ 新設するとされる次世代⾰新軽⽔炉は、何を意味しているのか不明である。欧⽶で建設され
ている原発は、建設期間の遅延とコスト増加が相次いでいる。 
 
③ 電⼒需給ひっ迫、エネルギー価格の⾼騰は、原⼦⼒発電とは基本的に直接の関係をもたない。
したがって、原⼦⼒政策の転換の理由にならない。 
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※ 今冬の電⼒需給はすでに対策済み。10 年に 1度の厳冬で対処できる⽔準にある。 
※ 原発を再稼働しても化⽯燃料価格が下がるわけではない。 
※ 現実的に再稼働できる原発はすでに稼働しており、電気料⾦引き下げにはつながらない。 
※ 仮に⼀部で再稼働したとしても、すでに織り込んでいるため、電気料⾦引き下げにならない
か、引き下げられてもごく僅かに留まる。なお、「全機再稼働すれば●兆円の効果がある」という
⾔説は、実現性のない仮定をおいたものにすぎない。 
※ 現実には、⾒込みのない原発に経済性を無視して安全対策投資が続けられており、この 10 年
は、そのことが電気料⾦を引き上げてきた。 
 
④ 原⼦⼒利⽤の拡⼤で脱炭素は実現できない。最も有望なのは再⽣可能エネルギーであり、全
⾯的に再⽣可能エネルギー中⼼のエネルギー利⽤構造に転換する必要がある。 
 
※ 再⽣可能エネルギー100％の実現は、発電分野では特に実現性が⾼い。ウクライナ危機後、再
エネ推進は世界的に拡⼤している。その中でドイツは 2035年に再エネ 100％にすることを法律に
明記した。 
※ 再⽣可能エネルギーの中に変動性電源が含まれているからといって、電⼒供給の安定性が妨
げられるものではない。 
 
3．原⼦⼒政策決定プロセスに⺠主主義がないまま、⾮常に短期間で問題の多い政策をとりまとめ
ようとしている。このような政策には正当性がない。 
 
※ 原⼦⼒⼩委員会の委員構成は、2⼈を除き、ほぼ全員が政府の原案を⽀持しており、多様性が
全く無く、多様な国⺠の意⾒が反映されていない。 
※ 国⺠的観点から、原発事故の教訓、国⺠の意⾒や疑問を反映している委員は 2⼈のみである。 
※ 国⺠の意⾒を聞き、必要とあれば政策を変更するといったプロセスをとらないまま、⾮常に
短期間のうちに議論を収束させようとしている。 
 


